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Question 1:
MSPO 第1部 –第4部の違い
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• Is part 1 applied to all operators to be certified under MSPO? i.e. Part 1 is the common 

standard, on top of which Part 2 to 4 applies to different segments of farms/mills. Or is 

Part 1 applied to operators who are not covered by Part 2 to 4?

• What are is the threshold for size of farms applicable to Part 2 and Part 3 respectively?



MS 2530-1:2013 は、MSPOにおける一
般原則および基準を表示する基準であ
り、認証機関 (CBs)が監査可能な指標
を内包していない。

従って、MS 2530-1:2013 は、パーム油
業者を監査する際には適用しない。

MS 2530-1:2013 (MSPO 第1部)
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MS 2530-2:2013 は、40.46ヘクタール

未満のパーム油農場を所有するまた

は賃借、自分自身にて管理する個人

農家と定義する、独立した小規模農

園向けの基準規定である。

MS 2530-2:2013 (MSPO 第2部)
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MS 2530-3:2013 は、組織化された小規
模農園およびパーム油プランテーション
に適用する。

組織化された小規模農園とは、40.46ヘ
クタール未満のパーム油農場を所有する
又は賃借しながらも、かかる農場は
FELDA, FELCRA, RISDA, SALCRA, SLDB 
Sabah, SLDB Sarawak, KESEDAR、
PKEINPKのような政府または国家機関が
管理している個人農家と定義する。

一方、パーム油プランテーションとは、
40.46ヘクタール超を有し、かつ個人、
栽培者または企業が管理経営するプラン
テーションと定義する。

MS 2530-3:2013 (MSPO 第3部)
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MS 2530-4:2013 (MSPO 第4部) は、

パーム油搾油所向けの規定である。

MS 2530-4:2013 (MSPO 第4部)
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Question 2: 強制労働または人身売
買の禁止
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• Please specify Malaysian local, national, and/or ratified international laws and 

regulations which ban all forms of forced or trafficked labour (as stipulated in RSPO 6.12 

“No forms of forced or trafficked labour”).



強制労働または人身売買の論点問題は、マレーシ

アの2007年違法移民人身売買法 (Act 670)にて対処

してある。Act 670は、搾取を目的とした 子供出な

い人身売買、子供の人身売買 および 移民の密輸は

犯罪であるとみなし、有罪判決確定次第、かかる

犯罪者は、 禁固刑または科料に処すると規定した。

搾取の定義が強制労働またはサービスを含むため、

強制労働の論点問題は、かかるAct 670においても

対処してある。

雇用法

9



一般的に、前述の論点問題に対応するMSPO基準は

国際連合 (UN) 持続可能な開発目標、国連食料およ

び農業ビジネス原則、労働者および従業員ならび

に土地問題に関して該当するマレーシアの法令お

よび規制に基づき規定してある。 マレーシアの 法

令および規制は英国法と同様である場合が多いが、

これは 前者が後者より承継しているためである。

マレーシアにおける 法令および規制でパーム油産

業に従事する従業員を保護するべく対応する法令

および規制には以下を含む:

1. 1955年雇用法

2. 1966年児童・青年 (雇用)法

雇用法 (続き)
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1955年雇用法のもとでは、労働者の福祉は、システマチック

かつ包括的な規定により充分に保護される。かかる規定には

以下を含みこれに限定されない:

i. 賃金の支払;

ii. 賃金の優先;

iii. 女性の福祉;

iv. 妊産婦の保護;

v. 休日、勤務時間、祝日、病気休暇およびその他の勤務条

件;

vi. 異議申立て及び質疑;

vii. セクシャル・ハラスメント

かかる諸規定は、労働者およびその福祉を保護すべく対応し、

強制労働または人身売買を効果的有効に予防する。 1955年雇

用法 は、強制労働または人身売買を禁止するのみならず、マ

レーシア政府が法令不遵守に対し必要な法的訴追をとるにあ

たっての法的措置を提供する。
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雇用法 (続き)



MSPOは、マレーシアの法令および規制を捕捉する効力を有す

るため、マレーシアにおけるパーム油プランテーションの労

働者および労働環境を保護するべく効率的な実行およびアク

ションを提供する。

上述は、MSPO の要件中に明記してあり、以下にあるように

小規模農家、プランテーション及び搾油所がこれを遵守する

こととする:

1.  MS2530-2:2013 Part 2: Clause 4.4.3 – Employment 

Conditions;

2.  MS2530-3:2013 Part 3: Clause 4.4.5 – Employment 

Conditions; and,

3.  MS2530-4:2013 Part 4: Clause 4.4.5 – Employment 

Conditions
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雇用法 (続き)



Question 3: 労働安全衛生計画
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• Please specify the reason why only Part 2 does not require a formal health and safety 

plan (related to criteria 4.4.2 of Part 2), while Part 1,3, and 4 have such criteria.
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マレーシアの1994年労働安全衛生法 (Section 15)、
1996年労働安全衛生規則に基づき、従業員数が
40名に満たない場合、安全衛生委員会および安
全計画を策定する必要はない。

独立した小規模農家 (MS2530-2:2013 第2部) のほ
とんどは、収穫、施肥、噴霧のような農業活動
は小規模農家自身が実施しているため、従業員
を有しない。

この点に付き、正式な安全衛生計画は、従業員
を有しない独立した小規模農家には無関係であ
る。

労働安全衛生法
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それにもかかわらず、MPOB職員が指導する

安全衛生方針に基づく安全衛生手続きは、独

立した小規模農家が導入する。

かかる分野において、独立した小規模農家の

間にて導入される他の安全プラクティスには

以下がある:

1.個人用保護器具 (PPE)の適切な使用;

2.農薬および肥料の適切な貯蔵;

3. 計画的な廃棄物管理

4.事故・緊急手続き;

5. 安全作業手続き

労働安全衛生法(続き)



Question 4: 農薬の使用
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• Please specify Malaysian local, national and/or ratified international laws and regulations 

which regulate safe use of pesticide (as stipulated in RSPO 4.6 "Pesticides are used in 

ways that do not endanger health or the environment”).
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許可済み農薬のリストは、
1974年農薬法 (Act 149) 及
び 1983年食品法付表16
(Act 281)にて規定してい
る。

農薬法



Question 5: 労働者の権利
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• Please specify Malaysian local, national and/or ratified international laws and

regulations which ensures worker's rights (as stipulated in RSPO 6.6. "The employer

respects the rights of all personnel to form and join trade unions of their choice and to

bargain collectively. Where the right to freedom of association and collective bargaining

are restricted under law, the employer facilitates parallel means of independent and

free association and bargaining for all such personnel.").
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1955年雇用法の第8条は、従業員はすべて労働組合に加入する、参加する又は組織化する権
利を保護している。かかる制定法は、RSPO中の諸条件と比較して、労働者の福祉を保護す
るのにはるかに包括的かつ有効である。

1955年雇用法の第8条の抜粋は、参考までに以下のとおりである

従業員が労働組合に加入する、参加する又は組織化する権利を制約しないサービスの契約

8. いかなるサービス契約においても、以下の契約の当事者である従業員の権利を、その手
段を問わず制限することはできない—

(a) 登録済みの労働組合に加入する;
(b) 登録済みの労働組合の活動に、かかる組合の職員としてであるかそれ以外であるか

を問わず、参加する；
(c) 1959年労働組合法 [Act 262]に基づき、労働組合を組織化する目的の為に他の人物と

共に活動する.

“

”

労働者の権利
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上記の記述は、MSPO 要件において明記
してあり、以下のように小規模農家、プ
ランテーションがこれを遵守することと
する:

1. MS2530-2:2013 Part 2: Clause 4.4.3 –
Employment Conditions

2. MS2530-3:2013 Part 3: Clause 4.4.5 –
Employment Conditions

3. MS2530-4:2013 Part 4: Clause 4.4.5 –
Employment Conditions.

労働者の権利 (続き)



2019年11月、MPOCC は これでユーザーが栽
培者から顧客までのパーム油のバリュー
チェーンをモニタリングをできるMSPO Trace 
App をローンチした。

MPOCC はまた、MSPO Simple Verification 
Scheme (MSPO SVS)と称するMSPO SCSSの派
生的な基準を最近開発した。

MSPO SVS は、トレーサビリティ文書の検証、
及び、在庫の貯蔵、日本における各製造段階
におけるMSPO認定パーム油製品の製造およ
び流通を含む取引記録および配送記録を通じ
てサプライチェーン認証の要件を定義する。

MSPOの進展
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MSPO 認証ステータス
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2020年1月1日以降、MSPO認証 は
マレーシアにおけるパーム油事業
者すべてに必須である。 すなわち、
これは、MPOBによる事業業務 ラ
イセンスの更新を継続してMSPO
認証済みになるための要件である。



https://mspotrace.org.my
スキャンして
ダウンロード

ウェブ ブラウザ インターフェース モバイルアプリ
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MSPO TRACE

アプリ内インターフェース
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MSPO商品の購入: 持続可能性の柱のバランス 3Ps
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ありがとうございました
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